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1 )
平成 28 年(行ウ)第 283 号
【事案の概要】
平成 27 年 7 月 21 日付けで大阪府情報公開条例 (以下，本件条例
2 )
) に基づき，
「昭和 61 年度卓越した技能者の表彰におけるレンズ研磨工 (大阪) で表彰された
者にかかる選定された理由のわかる文書」の開示請求に対し，大阪府知事が，平
成 27 年 8 月 3 日付けで開示請求対象となる文書を「大阪府知事が労働大臣に提
出した昭和 61 年度卓越した技能者の表彰におけるレンズ研磨工 (大阪) で表彰
された者にかかる調書，推薦理由書の各々の控え」(以下，「本件対象文書」) と特
定した上で，本件条例 8条 1項 4号及び 9条 1号所定の非公開情報に該当するこ
とを理由に全部非公開とする決定 (以下，「本件決定」) をした。なお，平成 28 年
























を公開してはならないとしているものと解される (最高裁判所平成 6年 1 月 27 日第






























｢本件非公開情報は大阪府情報公開条例 9 条 1 号所定の非公開情報に該当する








































3 ) 平成 11 年法律第 42 号。
4 ) 『詳解 情報公開法』(総務省行政管理局，平成 13 年) 467-8頁。
5 ) 前掲・45頁。






























7 ) 情報公開条例の解釈に際しての留意点については，たとえば，千葉・後掲注 8 の各論
文も参照。










の識別されうる情報が，大阪府公文書公開等条例 (以下，旧条例) 8 条 4 号・5 号




おける主要な情報公開訴訟である。もっとも同事案では，昭和 59 年 12 月に支出した大
阪府水道部の会議接待費及び懇談会費に関する公文書の公開請求につき，大阪府公文書
公開等条例 8 条 1 号 (法人情報)，4 号 (企画調整等事務情報) および 5 号 (交渉等事
務情報) の該当性が争われ，同条例 9 条の個人情報該当性までは争われていなかった。
そのため，本稿は，同事案にかかる上告審である平成 6 年 2 月 8 日最高裁判決 (民集
48巻 2 号 255頁，判時 1488 号 3頁，判タ 841 号 91頁) の検討を割愛する。同最高裁
判決に関しては多くの判例評釈が発表されている (例えば，玉巻弘光・ジュリ別冊 168
号 34頁，平岡久「食糧費と情報公開――大阪府水道部懇談会費訴訟」ジュリ別冊 179
号 28頁および佐藤英世・ジュリ臨増 1068 号 48頁 (平 6重判解)，なお，藤原静雄・判
評 429 号 33頁，太田幸夫・判タ臨増 882 号 316頁 (平 6主判解)，多賀谷一照・法教
166 号 53頁および右崎正博・法教別冊 174 号 12頁 (判例セレクト 1994) は，大阪府知
事交際費情報公開訴訟の第一次上告審である平成 6 年最判 (後掲注 10) と併せて評す
る)。評釈のなかでも，最高裁調査官解説は，原審判決における大阪府公文書公開等条






































10) 民集 48巻 1 号 53頁，判時 1487 号 32頁，判タ 841 号 65頁。判例評釈として，例え
ば，千葉勝美・最高裁判所判例解説・民事篇 (平成 6 年度) 145頁，同・ジュリ 1045
号 65頁，平松毅・民商 111巻 3 号 93頁，山代義雄・判例地方自治 121 号 99頁ほか，
前掲注 8 にあげた藤原，太田，多賀谷および右崎各論文がある。
11) 平成 6 年最判は，交際費情報につき，企画調整等事務に関する旧条例 8 条 4 号 (「公
にすることにより，当該又は同種の調査研究，企画，調整等を公正かつ適切に行うこと






















この事案における差戻後の第二次上告審である平成 13 年 3 月 27 日最高裁判決
(以下，「平成 13 年最判
14)
」) は，第一次上告審である平成 6 年最判が示した旧条例 8

























14) 民集 55巻 2 号 530頁，判時 1749 号 25頁，判タ 1060 号 152頁。判例評釈として，例






















1217 号 116頁，小幡純子・判評 519 号 17頁，平岡久・民商 128巻 1 号 123頁，南川諦
弘・判例地方自治 222 号 11頁，東條武治・判例地方自治 219 号 107頁，宇賀克也・法
教 253 号 46頁，團藤丈士・判タ臨増 1096 号 254頁 (平 13主判解)，高橋正徳・ジュリ








性を判断するとの解説がある (西川・前掲・最高裁判所判例解説)。なお，平成 6 年最





姫路法学 (第 62 号) ―― 145
平成 13 年最判は，平成 6 年最判の説示を前述のように理解し，交際費等の情
報，すなわち，個人に対する祝金，生花料，供花料，香料，しきみ料，見舞い，
団体に対する祝金，せん別，賛助金，援助金および会費に類型化し，旧条例 8条
4 号，5 号および 9 条 1 号該当性を個別に当てはめて公開・非公開の判断をして
いる。生花料，供花料，しきみ料，会費に関する情報ついては旧条例 8 条 4 号，










とし，旧条例 9 条 1 号に該当しないと判示している。他方で，香料については，
「具体的金額までが知られることは通常は考えられ」ないとして，旧条例 9 条 1
号該当性を認めている。見舞金についても同様である。









































は評価答申額等に関する情報に関し，本件条例 8 条 1 号 (法人情報)・4 号 (行政






姫路法学 (第 62 号) ―― 147
執行情報)，9条 1号 (個人情報) 該当性が争われている。




























18) 判時 1945 号 18 頁，判タ 1220 号 138 頁。判例評釈として，石森久広・季報情報公
開・個人情報保護 24 号 16頁，小林直樹・獨協法学 71 号 210頁，比嘉一美・行政関係







年 7 月 15 日最高裁判決 (以下，「名古屋最判
19)
」) は，プライバシー保護型の規定を













19) 判時 1909 号 25頁，判タ 1191 号 225頁。なお，同様の事例で，長野市が固定資産評
価替えの目的で行う標準宅地の価格の評価につき，不動産鑑定士が作成した評価調書等
を含む公文書が旧長野市公文書公開条例 (昭和 59 年長野市条例第 58 号) 7 条 1 号の






シー性は比較的希薄」と論じている (判時 1458 号 49頁，判タ 854 号 112頁)。
20) 名古屋市公文書公開条例(昭和 61 年名古屋市条例第 29 号)9 条 1 項は，「実施機関は，












































情報が平成 6年最判，平成 13 年最判および平成 18 年最判で示された本件条例 9


















































































ところで「技能者表彰制度」は，雇用保険法 63 条および同法施行規則 138 条







ものを「旧要領」といい，平成 29 年度のものを「現行要領」という) である。旧要領
姫路法学 (第 62 号) ―― 153
の「第 3.推薦手続」において「2.提出書類」が記載され，被表彰候補者を労働
大臣に推薦する場合には，「(1)被表彰候補推薦者名簿 (様式第 1) 1 部」「(2)調
書 (様式第 2) 2 部」，「(3)推薦理由書 (様式第 3) 1 部」，「(4)履歴書 (様式第 4)
1 部」，「(5)住民票の写 1 部」および「(6)身分調書 1 部」，「(7)写真 (広報誌
「職業能力開発ジャーナル」掲載用) (1葉 白黒の名刺版)」および「(8)その他の資料
































ないのであり，本件対象文書の別紙 1 記載の部分には，I の技能，功績等につい
て事業所の評価がより詳細かつ具体的に記載されているものと推認されるから…，
本件非公開情報と実質的に同じ内容のものとは認められない。」とも説示する。












































姫路法学 (第 62 号) ―― 155
ずるところには疑問の余地がある。
























































姫路法学 (第 62 号) ―― 157
